
◆1月4日の基準価額下落について

別表に記載の公募ファンドの1月4日の基準価額は、前営業日比5％以上の下落となりました。

基準価額下落の背景となりました市況動向等、および今後の見通しと運用方針につきご報告致します。

◆基準価額下落の背景となった市況動向等

2018年12月28日から2019年1月3日のグローバル株式市場は、大幅に下落しました。昨年末以降、米政府機関の一

部閉鎖が続くなか、米アップル社の業績見通し下方修正、米ISM製造業景気指数や中国製造業PMIの大幅低下など、

米中貿易摩擦の悪影響が目に見えて表れ始めた点がリスク回避に拍車をかけたことなどが、下落要因となりました。

また、為替市場では、株安を背景とした投資家のリスク回避姿勢の強まりなどから、米ドルや豪ドル、トルコリラなどが

対円で下落しました。

米国の大幅な株安と円高進行を嫌気して、1月4日の国内株式市場も下落しました。

◆今後の見通しおよび運用方針

米国雇用環境などは良好なため、景気後退懸念は行き過ぎとみていますが、市場の不安心理緩和に向け、米暫定予

算成立（政府機関閉鎖解除）、英議会のEU（欧州連合）離脱協定承認など政治問題が解決に向かうか、またFRB（連邦

準備理事会）の動きが鍵となると思われます。

今や年内の利下げすら織り込み始めた市場に対し、1月29･30日のFOMC（連邦公開市場委員会）で利上げや資産圧

縮方針の見直しを示唆すれば、ある程度安心感が広がるとみています。

今後も市況動向等に十分注意を払い、引き続きコンセプトに沿った運用を継続していく方針です。

■後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

基準価額が5％以上下落したファンドとその背景について （1月4日）

【臨時レポート】 2019 年 1 月 4 日 現在

当レポートは4枚組です。

■コメントは作成時点のものであり将来予告なく変更されることがあります。

■また、将来の市場環境の変化または運用成果等を保証するものではありません。なお、市況の変動等により方針通りの運用が行われない場合があります。

■表示桁未満の数値がある場合、四捨五入で処理しております。
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※騰落率は、収益分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものであり、小数点第３位を四捨五入しています。
※ファンドによっては、投資対象資産や通貨の評価対象日（ファンドへの実質的な反映日）が異なります。

三菱ＵＦＪ／ＡＭＰ オーストラリアＲＥＩＴファンド＜為替ヘッジなし＞（毎月決算型） 9,167円 -572円 -5.87%

-130円 -5.93%

トルコ債券オープン（毎月決算型）為替ヘッジなし
グローバル・スマート・イノベーション・オープン（年２回決算型）

-5.52%-183円
-5.42%-433円7,555円

3,134円

騰落率

-6.29%
-6.88%

-529円

前営業日比
-624円

三菱ＵＦＪ 米国バンクローンファンド 通貨選択シリーズ＜トルコリラコース＞（年２回分配型）
3,612円 -226円 -5.89%

三菱ＵＦＪ 新興国債券ファンド 通貨選択シリーズ＜トルコリラコース＞（毎月分配型） 2,062円

7,104円 -444円 -5.88%
三菱ＵＦＪ 米国バンクローンファンド 通貨選択シリーズ＜トルコリラコース＞（毎月分配型）

-567円 -6.24%
オーストラリア・リート・オープン（毎月決算型） 2,626円
ｅＭＡＸＩＳ 豪州リートインデックス 10,822円

8,515円

-683円 -5.94%

三菱ＵＦＪ 新興国高利回り社債ファンド 通貨選択シリーズ＜トルコリラコース＞（毎月分配型） 3,029円

-166円 -5.95%

-202円 -6.25%
世界テクノロジー株式ファンド（年１回決算型）

＜別表＞

【基準価額が前営業日比5％以上下落したファンド】

8,442円チャイナ・イノベーション・オープン
ｅＭＡＸＩＳ Ｎｅｏ バーチャルリアリティ

ファンド名

7,884円

基準価額

サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジなし） 10,812円 -638円 -5.57%

オーストラリアＲＥＩＴファンド（為替ヘッジなし）（毎月決算型） 10,269円 -639円 -5.86%
Ｎａｖｉｏ トルコ債券ファンド 3,369円 -200円 -5.60%
次世代モビリティ社会創生株ファンド 6,762円 -400円 -5.59%

グローバル・スマート・イノベーション・オープン（年１回決算型） 11,671円 -668円 -5.41%
三菱ＵＦＪ ＮＡＳＤＡＱオープン Ｂコース 8,866円 -485円 -5.19%

ｅＭＡＸＩＳ Ｎｅｏ ナノテクノロジー 8,056円 -426円 -5.02%

三菱ＵＦＪ チャイナオープン 11,568円 -621円 -5.09%
ｅＭＡＸＩＳ Ｎｅｏ ロボット 7,669円 -410円 -5.07%

【臨時レポート】 2019 年 1 月 4 日 現在

■後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。
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※小数点第３位四捨五入
※出所：Bloomberg

※小数点第３位四捨五入
※出所：Bloomberg

※為替レートは三菱ＵＦＪ銀行の対顧客レート仲値等
※小数点第３位四捨五入
※出所：Bloomberg

※為替レートはＷＭロイターの値
※小数点第３位四捨五入
※出所：Bloomberg

12月27日比
騰落幅 騰落率

（ご参考）

【株式相場】

1月3日 12月27日

【為替相場】

-40.94 -1.64%
6,579.49 -115.99

S&P500種指数 2,447.89 2,488.83
ナスダック総合指数 6,463.50 -1.76%
MSCI ACWI Information Technology Index(配当込み、米ドルベース) 210.21 217.95 -7.74 -3.55%

NYダウ工業株30種平均株価 22,686.22 23,138.82 -452.60 -1.96%

1月4日 12月28日
12月28日比

騰落幅 騰落率
円／米ドル 107.66 111.00 -3.34 -3.01%

1月3日 12月27日
12月27日比

騰落幅 騰落率
円／トルコリラ 19.56 20.96 -1.40 -6.68%

円／豪ドル 75.35 78.18 -2.83 -3.62%
円／トルコリラ 19.70 20.97 -1.27 -6.06%

1月4日 12月28日
12月28日比

騰落幅 騰落率
日経平均株価（日経２２５） 19,561.96 20,014.77 -452.81 -2.26%
TOPIX（東証株価指数） 1,471.16 1,494.09 -22.93 -1.53%

【臨時レポート】 2019 年 1 月 4 日 現在

■後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

MSCI オールカントリー・ワールドインデックスとは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、世界の先進国・新興国の株式で構成されています。同

指数に対する著作権およびその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

日経平均株価（日経２２５）に関する著作権、知的所有権その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。日本経済新聞社は本商品を

保証するものではなく、本商品について一切の責任を負いません。

TOPIX（東証株価指数）に関する知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。
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【投資信託のリスクとお客さまにご負担いただく費用について】

◎投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債およびリート等の値動きのある証券を投資対象としているため、当該資産の市場にお
ける取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動します。これらの運用により信託財産に生じた損益はすべて投資
者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により
損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資
対象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資にあたっては投資信託説明書（交付目論見書）、目
論見書補完書面等をよくご覧ください。

◎投資信託に係る費用について
（ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。）
■購入時（ファンドによっては換金時）に直接ご負担いただく費用

・購入時（換金時）手数料 … 上限 3.24％（税込）
※一部のファンドについては、購入時（換金時）手数料額（上限 37,800円（税込））を定めているものがあります。

■購入時・換金時に直接ご負担いただく費用
・信託財産留保額 … ファンドにより変動するものがあるため､事前に金額もしくはその上限額またはこれらの計算方法を表示

することができません｡
■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用

・運用管理費用（信託報酬） … 上限 年3.348％（税込）
※一部のファンドについては、運用実績に応じて成功報酬をご負担いただく場合があります。

・その他の費用・手数料
上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）、目論見書補完書面等で
ご確認ください。
※その他の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計金額等を記載することはで
きません。

《ご注意》
上記のリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三菱ＵＦＪ国際投
信が運用するすべての公募投資信託のうち、ご負担いただくそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。投資信
託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前によく投資信託説明書（交
付目論見書）、目論見書補完書面等をご覧ください。

【本資料のご利用にあたっての注意事項等】

■本資料は、三菱ＵＦＪ国際投信が作成した資料です。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託

説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■本資料中のグラフ・数値等は、過去の実績・状況であり、将来の市場環境等や運用成果等を示唆・保証するものではありませ

ん。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

■投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の

登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。

■投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

■クローズド期間のある投資信託は、クローズド期間中は換金の請求を受け付けることができませんのでご留意ください。

■投資信託の取得のお申込みに関しては、クーリングオフ（金融商品取引法第37条の6の規定）の適用はありません。

加入協会 一般社団法人投資信託協会

設定・運用 …三菱ＵＦＪ国際投信株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号

一般社団法人日本投資顧問業協会

【臨時レポート】 2019 年 1 月 4 日 現在
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皆様の投資判断に関する留意事項 
【投資信託のリスク】 

投資信託は、株式や公社債など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合は為替リスクがあります。）に投資しますので、 
基準価額は変動します。従って、投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割 
り込むことがあります。投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた損益は、すべて投資者の皆様に帰属します。 

【留意事項】 
・   投資信託のお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。 
・   投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融 

機関が取扱う投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。 
・   投資信託の収益分配は、各ファンドの分配方針に基づいて行われますが、必ず分配を行うものではなく、また、分配金の金 

額も確定したものではありません。分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が 
支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配金は、計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合 
があるため、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。また、投資者の購入 
価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の 
運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 

【お客様にご負担いただく費用】 
■お客様が購入時に直接的に負担する費用 

購 入 時 手 数 料 ：  購入価額 × 購入口数 × 上限  3.78％（税抜 3.5％） 
■お客様が換金時に直接的に負担する費用 

換 金 時 手 数 料 ：  公社債投信 1 万口当たり上限 108 円（税抜  100 円） ※その他の投資信託にはありません 
信託財産留保額： 換金時に適用される基準価額 × 0.5％以内 
※T&D「J ﾘｰﾄﾌｧﾝﾄﾞ限定追加型 1402」(当初申込時無手数料)についてはご換金時期により信託財産留保額 3.0％～
0.5％(平成 33 年６月１日以降は無料)をご負担いただきます。 

■お客様が信託財産で間接的に負担する費用 
運用管理費用（信託報酬）の実質的な負担： 純資産総額×実質上限年率 2.5704％（税抜 2 . 3 8 ％） 
※実質的な負担とは、ファンドの投資対象が投資信託証券の場合、その投資信託証券の信託報酬を含めた報酬のことをいい
ます。なお、実質的な運用管理費用（信託報酬）は目安であり、投資信託証券の実際の組入比率により変動します。 
その他の費用 
※上記の他に、組入有価証券等の売買に係る売買委託手数料、監査費用、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理
に要する諸費用、海外における資産の保管等に要する費用、受託会社の立替えた立替金の利息、借入金の利息等を投資信
託財産から間接的にご負担いただく場合があります。これらの費用･手数料等は、運用状況等により変動するため、事前に料率･上
限額等を示すことはできません。 

●お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前に合計金額若しくはその 
上限額又はこれらの計算方法を示すことはできません。 

●上記のリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しております。各費用項目の料率は、販売会社である香川 
証券株式会社が取扱うすべての公募投資信託のうち、最高の料率を記載しております。投資信託のリスクや費用は、個別 
の投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前に、個別の投資信託の「投資信託説明書（交付目論見 
書）」の【投資リスク、手続 ・手数料等】をご確認ください。 

 ------------------------------------------------------------------------------- 
 【香川証券株式会社】 

商 号 等 香川証券株式会社 
  登   録 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第 3 号 

加 入 協 会 日本証券業協会 


